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経営理念・ご挨拶

経営理念

ご挨拶

株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し

上げます。

さて当社は、平成26年9月30日をもって第68期（平成26年4月1

日から平成27年3月31日まで）の上半期を終了いたしましたの

で、ここに営業の概況等につきまして、ご報告申し上げます。

株主の皆様におかれましては、なにとぞ今後とも変わらぬ

ご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

平成26年12月

　　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長
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顧客満足度の追求 株主価値の増大

社員活力の重視

社会性の重視 地球環境への貢献
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財務ハイライト

第2四半期営業概況・財務ハイライト

●売上高 14,042 百万円（前年同期比6.8％増）

●経常利益 51 百万円（前年同期比132.4％増）

●四半期純利益 0 百万円

●売上高 35,000 百万円（前期比3.9％減）

●経常利益 1,030 百万円（前期比28.2％減）

●当期純利益 510 百万円（前期比32.4％減）

第2四半期営業概況
当第2四半期におけるわが国経済は、消費税率引上げ
後の個人消費の回復に弱さは残るものの、政府主導によ
る経済諸施策の効果から企業収益は改善の兆しが出てお
り、景気は緩やかな回復基調が続いております。
道路建設業界におきましては、全国的な労務・施工要
員不足や資機材価格の高騰等の懸念材料はあるものの、
公共投資は総じて堅調に推移しており、民間の設備投資
も増加の傾向にあります。
このような状況のもと、当社グループは、平成25年4

月より「強靭な企業体質の創造」をコンセプトに掲げた
「新中期経営計画（26/3期～28/3期）」をスタートさせて
おります。計画初年度の平成26年3月期においては、目
標として掲げた基本計画数値を達成しており、当第2四
半期以降においても、計画に沿った諸施策を推進し、収
益の源泉となる事業量の確保と質の向上を図るととも
に、市場性を捉えた投資・経営資源の配分を進め、利益
確保に努めてまいります。

当社グループの第2四半期の業績は、受注高は190億
13百万円（前年同期比9.9％増）、売上高は140億42百万
円（前年同期比6.8％増）、経常利益は51百万円（前年同
期比132.4％増）、四半期純利益は0百万円（前年同期は
四半期純損失17百万円）となりました。

第2四半期ハイライト

通期業績見通し

（前年同期　　　　　　）　四半期純損失17百万円
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当第２四半期末
（平成26年9月30日現在）

前期末
（平成26年3月31日現在）

 資産の部

流動資産 15,807 20,473

現金預金 5,009 6,175

その他 10,815 14,315

貸倒引当金 △16 △16

固定資産 5,114 4,959

有形固定資産 4,758 4,601

無形固定資産 150 158

投資その他の資産 205 198

資産合計 20,922 25,432

 負債の部

流動負債 12,638 17,146

固定負債 2,308 2,336

負債合計 14,947 19,483

 純資産の部

株主資本 5,908 5,938

資本金 1,329 1,329

資本剰余金 1,541 1,541

利益剰余金 3,114 3,068

自己株式 △77 △0

その他の包括利益累計額 7 △43

その他有価証券評価差額金 6 3

土地再評価差額金 98 97

退職給付に係る調整累計額 △97 △144

少数株主持分 59 54

純資産合計 5,975 5,949

負債純資産合計 20,922 25,432

四半期連結貸借対照表 （単位：百万円） 四半期連結損益計算書 （単位：百万円）

※連結財務諸表の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

当第２四半期（累計）
（平成26年4月1日～平成26年9月30日）

前第２四半期（累計）
（平成25年4月1日～平成25年9月30日）

売上高 14,042 13,150

売上原価 12,992 12,138

売上総利益 1,049 1,012

販売費及び一般管理費 998 991

営業利益 50 20

営業外収益 9 6

営業外費用 9 4

経常利益 51 21

特別利益 2 1

特別損失 10 4

税金等調整前四半期純利益 42 19

法人税等 34 31

少数株主損益調整前四半期純利益又は
少数株主損益調整前四半期純損失（△） 8 △12

少数株主利益 7 4

四半期純利益又は四半期純損失（△） 0 △17

四半期連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

当第２四半期（累計）
（平成26年4月1日～平成26年9月30日）

前第２四半期（累計）
（平成25年4月1日～平成25年9月30日）

営業活動による
キャッシュ・フロー △518 △661

投資活動による
キャッシュ・フロー △497 △353

財務活動による
キャッシュ・フロー △151 △46

現金及び現金同等物の
増減額（△は減少） △1,167 △1,061

現金及び現金同等物の
期首残高 6,165 5,285

現金及び現金同等物の
四半期末残高 4,998 4,223

連結財務諸表
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財政状態
総資産:209億22百万円（前期末比　45億10百万円減）
流動資産:158億7百万円（前期末比　46億65百万円減）
固定資産:51億14百万円（前期末比　1億55百万円増）
流動負債:126億38百万円（前期末比　45億8百万円減）
固定負債:23億8百万円（前期末比　27百万円減）
　資産の減少の主な要因は、受取手形・完成工事未収入
金等の減少によるものであります。
　負債の減少の主な要因は、支払手形・工事未払金等の
減少によるものであります。
　純資産は、自己株式の取得、退職給付に関する会計基
準等の適用等により、59億75百万円となりました。
　この結果、自己資本比率は28.3%となりました。

キャッシュ・フロ－の状況
　営業活動では、仕入債務の減少等により5億18百万円
の資金の減少となりました。
　投資活動では、有形固定資産の取得による支出等によ
り4億97百万円の資金の減少となりました。
　また、財務活動では、自己株式の取得による支出等に
より1億51百万円の資金の減少となりました。
　これにより、「現金及び現金同等物の四半期末残高」
は11億67百万円減少し、49億98百万円となりました。

Point

製造・販売事業・その他 2,676百万円

建設事業 11,365百万円 完成工事高 セグメント利益
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306

建設事業におきましては、受注高
は163億67百万円（前年同期比13.2%

増）、完成工事高は113億65百万円
（前年同期比10.2%増）、セグメント
利益は7億43百万円となりました。

建設用資材の製造・販売事業等に
おきましては、売上高は26億76百万
円（前年同期比5.8%減）、セグメン
ト利益は3億6百万円となりました。

報告セグメント別営業概況

セグメント別
売上高構成比

14,042百万円
（100.0%）

80.9%

19.1%
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トピックストピックス

お客様

三井住建道路

汚染土壌処理会社

調査施工会社
コンサル会社浄化施工会社

三井住建道路のネットワーク

ご提供戴いた情報は「秘密
保持契約」を締結し適正に
管理いたします。

お客様の要望・目的に対し、
三井住建道路のネットワー
クを活用し、最良の対策を
ご提案いたします。

最良の対策

TOPICS 1 TOPICS 2

土壌・地下水汚染の改善を目指し、土壌汚染調査・
対策（汚染土壌の掘削・運搬処分）事業に参入しました。

雨天降雪時にも使用可能で、施工も簡易に行うこと
ができる全天候型常温合材の製造販売を開始します。

土壌・地下水汚染調査・浄化について、三井住建道路
の調査・浄化のネットワークを活用しお客様をサポー
トいたします。

お客様に全力で
お手伝いいたします。

土壌・地下水
汚染調査・対策

舗装の穴埋めに
段差の修正に

簡単補修 !

傷んだ舗装をやさしくケア
簡単に舗装がケアできる全天候型常温合材

ロードケアz

　橋梁ジョイントの補修、
マンホールなどの段差解消に

細粒タイプ

排水性舗装、透水性舗装
などの補修に効果的

開粒タイプ

詳細は当社ホームページをご覧下さい

【平成27年1月より販売開始】
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会社概要（平成26年9月30日現在）

ネットワーク（平成26年9月30日現在）

役員（平成26年9月30日現在）

会社概要・ネットワーク

代表取締役社長　執行役員社長 澤　　　誠之助
取締役　執行役員副社長 高　木　春　生
取締役　執行役員副社長 岩　崎　正　也
取締役　専務執行役員 加　藤　和　歳
取締役　専務執行役員 松　井　隆　幸
取締役　常務執行役員 根　来　　　悟
取締役　執行役員 川　島　　　淳
常勤監査役 井　上　達　夫
監査役 仲　川　政　一
監査役 布　施　憲　子
監査役 阿　部　　　勉
執行役員（平成26年9月30日現在）
常務執行役員 石　田　太　成
常務執行役員 浅　野　幸　一
常務執行役員 赤　塚　秀　一
執行役員 佐々木　日出幸
執行役員 伊　藤　純　一
執行役員 泉　　　裕　明
執行役員 城　戸　恭　一

会 社 名 三井住建道路株式会社
所 在 地 〒162-0055　東京都新宿区余丁町13番27号
設立年月日 昭和23年2月24日
営 業 種 目 ⑴ 次に掲げる工事の設計、施工ならびに監理

①舗装工事  ②道路工事  ③造園工事  ④土木工事  ⑤建築工事
⑥電気および管工事
⑵ 前号に使用する諸材料および建設機械の製造、販売および賃貸
⑶ 前各号に関する調査､企画､立案等のコンサルティング業務の受託
⑷ 建物および設備の保守管理の受託ならびに保安警備の受託
⑸ 一般廃棄物および産業廃棄物の収集･運搬･処理ならびにその再生
　 製品（アスファルト合材､骨材､その他土木建築用資材）の販売
⑹ 土壌・地下水汚染の調査および評価ならびにその修復、浄化に
　 関する設計、施工、監理
⑺ 発電事業およびその管理・運営ならびに電気の供給、販売
⑻ 不動産の取得、管理、利用、処分および貸借
⑼ 不動産の売買および仲介
⑽ 前各号に附帯する一切の業務

資 本 金 1,329,850,000円
従 業 員 数 415名

● 本支店
本 　店 東京都新宿区
北海道支店 北海道札幌市
東北支店 宮城県仙台市
関東支店 東京都新宿区
中部支店 愛知県名古屋市
関西支店 大阪府大阪市
中四国支店 広島県広島市
九州支店 福岡県福岡市

● 事業所（27拠点）
技術研究所 千葉県流山市
道央営業所 北海道札幌市
空知営業所 北海道岩見沢市
道南営業所 北海道勇払郡
後志営業所 北海道岩内郡
道北営業所 北海道天塩郡 
紋別営業所 北海道紋別市
釧路営業所 北海道釧路市
宮城営業所 宮城県黒川郡
石巻営業所 宮城県石巻市

福島営業所 福島県福島市
いわき営業所 福島県いわき市
東京営業所 東京都江戸川区
北関東営業所 埼玉県東松山市
東関東営業所 千葉県千葉市
西関東営業所 東京都稲城市
南関東営業所 神奈川県横浜市
愛知営業所 愛知県名古屋市
静岡営業所 静岡県藤枝市
大阪営業所 大阪府堺市
神戸営業所 兵庫県神戸市
四国営業所 愛媛県松山市
福岡営業所 福岡県古賀市
大牟田営業所 福岡県大牟田市
熊本営業所 熊本県宇城市
球磨営業所 熊本県球磨郡
宮崎営業所 宮崎県宮崎市

● 工場（27拠点）
札幌共同アスコン 北海道札幌市
岩見沢アスコン 北海道岩見沢市
岩内アスコン 北海道岩内郡 
サロベツアスコン 北海道天塩郡

利尻合材工場 北海道利尻郡
枝幸合材工場 北海道枝幸郡
紋別合材工場 北海道紋別市
レインボーアスコン 北海道釧路郡
大空アスコン 北海道野付郡
札幌機械センター 北海道札幌市
仙北アスコン 宮城県黒川郡
福島合材工場 福島県福島市
東松山合材工場 埼玉県東松山市
朝霞共同アスコン 埼玉県朝霞市
千葉共同アスコン 千葉県白井市
横浜アスコン 神奈川県横浜市
町田共同アスコン 東京都町田市
愛知西部アスコン 愛知県海部郡　
静岡アスコン 静岡県藤枝市
淀川アスコン 大阪府大阪市
玄海アスコン 福岡県糟屋郡
大牟田合材工場 福岡県大牟田市
松橋合材工場 熊本県宇城市
人吉レキセイ 熊本県球磨郡
ひむか合材センター 宮崎県児湯郡
日向アスコン 宮崎県日向市
大淀アスコン 宮崎県都城市
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発行可能株式総数 70,000,000株
発行済株式総数 18,555,000株
四半期末株主数 1,420名
大株主

株主名 持株数（千株）

三井住友建設株式会社 9,963

クレディ スイス アーゲー チューリッヒ エーアイエフ ファンズ 503

松井証券株式会社 465

ゴールドマンサックスインターナショナル 329

三井住建道路従業員持株会 314

三井住建道路株式会社 307

宇部木材株式会社 192

服部　光夫 190

並河　賢一郎 188

株式会社三井住友銀行 154

株式情報（平成26年9月30日現在）

〒162-0055　東京都新宿区余丁町13番27号
℡  （03）3357－9081（代表）

三井住建道路

よりくわしい財務情報や工事実績、
保有技術をはじめとする会社情報を
掲載しています。皆様からのアクセスを
お待ちしております。

http://www.smrc.co.jp/

【所有者別 株式分布状況】

【所有株式別 株式分布状況】

証券会社  3.66％

その他法人  58.63％

金融機関  3.97％

個人その他  28.27％

1,000,000 株以上
53.69％

1,000 株未満
0.03％

1,000 株以上
10,000 株未満

13.43％

10,000 株以上
100,000 株未満

12.74％

外国法人等  5.47％

100,000 株以上
1,000,000 株未満
20.11％

株式の状況

ホームページのご案内

環境保全のため、FSC®認証紙と植物油インキを
使用して印刷しています。

株式情報

株 主 メ モ

決 算 期 毎年3月31日

定 時 株 主 総 会 6月

基 準 日 3月31日  その他必要あるときはあらかじめ公告して定める一定の日

配 当 金 受 領
株 主 確 定 日 3月31日（中間配当を行うときは9月30日）

株 主 名 簿 管 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号　三井住友信託銀行株式会社

特 別 口 座 の
口 座 管 理 機 関 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号　三井住友信託銀行株式会社

郵 便 物 送 付 先
（ 電 話 照 会 先 ）

〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
電話　0120-782-031（フリーダイヤル）
取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の本店および全国各支店で行っ
ております。

公 告 掲 載 方 法
電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない事由に
よって電子公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して
行います。
公告掲載ＵＲＬ（http://www.smrc.co.jp/)

単 元 株 式 数 1,000株

お知らせ
●住所変更、単元未満株式の買取等のお申出先について
　株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
　なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特別口座の口座管理機関で
ある三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

●未払配当金の支払について
　株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

2014年4月1日▶2014年9月30日
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